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各派内示・記者会見資料 （平成27年２月12日）

平成 2 7 年 ２月秋田市議会定例会提出予定案件

件 名 説 明

「 予 算 案 」 27件

１ 平成27年度秋田市一般会計予算の ○資料別紙

件

２ 平成27年度秋田市土地区画整理会

計予算の件

３ 平成27年度秋田市市有林会計予算

の件

４ 平成27年度秋田市市営墓地会計予

算の件

５ 平成27年度秋田市中央卸売市場会

計予算の件

６ 平成27年度秋田市公設地方卸売市

場会計予算の件

７ 平成27年度秋田市大森山動物園会

計予算の件

８ 平成27年度秋田市廃棄物発電会計

予算の件

９ 平成27年度秋田市病院事業債管理

会計予算の件

10 平成27年度秋田市国民健康保険事

業会計予算の件

11 平成27年度秋田市母子父子寡婦福

祉資金貸付事業会計予算の件
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12 平成27年度秋田市介護保険事業会 ○資料別紙

計予算の件

13 平成27年度秋田市後期高齢者医療

事業会計予算の件

14 平成27年度秋田市水道事業会計予

算の件

15 平成27年度秋田市下水道事業会計

予算の件

16 平成27年度秋田市農業集落排水事

業会計予算の件

17 平成26年度秋田市一般会計補正予

算（第７号）の件

18 平成26年度秋田市土地区画整理会

計補正予算（第３号）の件

19 平成26年度秋田市市有林会計補正

予算（第１号）の件

20 平成26年度秋田市市営墓地会計補

正予算（第２号）の件

21 平成26年度秋田市病院事業債管理

会計補正予算（第１号）の件

22 平成26年度秋田市国民健康保険事

業会計補正予算（第２号）の件

23 平成26年度秋田市介護保険事業会

計補正予算（第２号）の件

24 平成26年度秋田市後期高齢者医療

事業会計補正予算（第２号）の件
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25 平成26年度秋田市水道事業会計補 ○資料別紙

正予算（第２号）の件

26 平成26年度秋田市下水道事業会計

補正予算（第２号）の件

27 平成26年度秋田市農業集落排水事

業会計補正予算（第２号）の件

「 条 例 案 」 35件

28 秋田市行政手続条例の一部を改正 ○改正理由

する件 行政手続法の一部を改正する法律（平成

･行政手続法の一部を改正する法律(平成26年法律第70号):平成 26年法律第70号）の施行等に伴い、新たに

26年６月13日公布、平成27年４月１日施行 行政指導の中止等の求め等の手続を定める

とともに規定を整備するため、改正しよう

とするもの

○改正要旨

１ 行政指導に携わる者が相手に示さなけ

ればならない事項について定める。

２ 行政指導の相手方は、当該行政指導が

法令に規定する要件に適合しないと思料

するときは、その中止を求めることがで

きること等とする。

３ 何人も、法令に違反する事実がある場

合において、その是正のためにされるべ

き処分又は行政指導がなされていないと

思料するときは、処分又は行政指導をす

ることを求めることができること等とす

る。

４ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

29 秋田市情報公開条例および秋田市 ○改正理由

個人情報保護条例の一部を改正す 独立行政法人通則法の一部を改正する法

る件 律（平成26年法律第66号）の施行に伴い、

･独立行政法人通則法の一部を改正する法律(平成26年法律第66 規定を整備するため、改正しようとするも

号):平成26年６月13日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 の

○改正要旨

規定を整備する。
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○施行期日 平成27年４月１日から

30 秋田市議員報酬、報酬等の額およ ○改正理由

びその支給方法に関する条例の一 秋田市、河辺郡河辺町および同郡雄和町

部を改正する件 の廃置分合に伴う地域審議会の設置等に関

する協議の廃止に伴い、地域審議会委員の

報酬を廃止するため、改正しようとするも

の

○改正要旨

河辺地域審議会委員および雄和地域審議

会委員の報酬を廃止する。

○施行期日 平成27年４月１日から

31 特別職の職員の給与に関する条例 ○改正理由

の一部を改正する件 特別職の職員の給料月額および期末手当

の額を減ずる特例措置の期間を延長するた

め、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 市長の期末手当額の10％ならびに副市

長、常勤の監査委員および地方公営企業

管理者の期末手当額の５％を減ずる暫定

的な特例措置の適用期限を、平成27年12

月まで延長する。

２ 市長の給料月額の10％ならびに副市

長、常勤の監査委員および地方公営企業

管理者の給料月額の５％を減ずる暫定的

な特例措置の適用期限を、平成28年３月

31日まで延長する。

○施行期日 平成27年４月１日から

32 教育長の給与、勤務時間その他の ○改正理由

勤務条件に関する条例の一部を改 教育長の給料月額および期末手当の額を

正する件 減ずる特例措置の期間を延長するととも

･地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律 に、規定を整備するため、改正しようとす

(平成26年法律第76号):平成26年６月20日公布、一部を除き平成 るもの

27年４月１日施行 ○改正要旨

１ 教育長の期末手当額の５％を減ずる暫

定的な特例措置の適用期限を、平成27年

12月まで延長する。

２ 教育長の給料月額の５％を減ずる暫定
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的な特例措置の適用期限を、平成28年３

月31日まで延長する。

３ 教育公務員特例法の一部改正（平成26

年法律第76号）に伴い、規定を整備す

る。

○施行期日 平成27年４月１日から

33 秋田市職員給与条例の一部を改正 ○改正理由

する件 再任用職員に対し単身赴任手当を支給す

ることとするため、改正しようとするもの

○改正要旨

再任用された職員に対し単身赴任手当を

支給する。

○施行期日 平成27年４月１日から

34 秋田市職員の退職手当に関する条 ○改正理由

例の一部を改正する件 国立大学法人法の一部改正（平成26年法

･独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律 律第67号）に伴い、規定を整備するため、

の整備に関する法律(平成26年法律第67号):平成26年６月13日公 改正しようとするもの

布、一部を除き平成27年４月１日施行 ○改正要旨

規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

35 秋田市公共施設等整備基金条例を ○設定理由

設定する件 公共施設等の整備等に要する経費に充て

ることを目的とする公共施設等整備基金

（以下「基金」という。）を設置するた

め、この条例を設定しようとするもの

○要旨

１ 基金は、公共施設等の整備等に要する

経費に充てるため、設置することとす

る。

２ 基金として積み立てる額は、一般会計

歳入歳出予算で定める額とすることとす

る。

３ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならないこととする。

４ 基金の運用から生ずる収益は、一般会

計歳入歳出予算に計上し、基金に編入す
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るものとする。

５ 市長は、財政上必要があると認めると

きは、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができることとす

る。

６ 基金は、公共施設等の修繕等に要する

経費又は公共施設等の統合および更新を

伴う整備に要する経費に充てる場合に限

り、処分することができることとする。

７ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成27年４月１日から

36 秋田市市民サービスセンター条例 ○改正理由

の一部を改正する件 東部市民サービスセンター（以下「セン

ター」という。）を設置し、その施設等に

ついて定めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ センターの名称、位置および所管区域

は、次のとおりとする。

名称 位置 所管区域

秋田市 秋田市 手形地区、手形山地区、

東部市 広面字 泉地区の一部、旭川地

民サー 釣瓶町 区、東通地区、横森地

ビスセ 13番地 区、桜地区、桜ガ丘地

ンター ３ 区、桜台地区、大平台地

区、新藤田地区、濁川地

区、添川地区、広面地

区、柳田地区、山内地

区、仁別地区、太平地区

および下北手地区

２ センター（公の施設の機能を有する部

分に限る。）の施設は、次のとおりとす

る。

センター名 施設名

秋田市東部市民 (1) 多目的ホール

サービスセンタ (2) 地域文化ホール

ー (3) 和室

(4) 洋室

(5) 調理室
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(6) 陶芸工作室

(7) 子育て交流ひろば

(8) 読書室

○施行期日 平成27年８月24日から。ただ

し、使用の許可等に関する規定は、同月１

日から。秋田市公民館設置条例の一部を改

正し、規定を整備する。

37 秋田市、河辺郡河辺町および同郡 ○廃止理由

雄和町の廃置分合に伴う地域審議 地域審議会を廃止するため、この協議を

会の設置等に関する協議を廃止す 廃止しようとするもの

る件 ○施行期日 平成27年４月１日から

38 秋田市介護保険条例の一部を改正 ○改正理由

する件 介護保険法施行令の一部改正（平成26年

･介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政 政令第397号）等に伴い、平成27年度から

令の一部を改正する政令(平成26年政令第397号):平成26年12月 平成29年度までの第一号被保険者に係る保

12日公布、平成27年４月１日施行 険料率等を定めるとともに、規定を整備す

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 るため、改正しようとするもの

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○改正要旨

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 １ 第６期介護保険事業計画の策定に伴

い、平成27年度から平成29年度までの第

一号被保険者に係る保険料率を定める。

２ 介護予防・日常生活支援総合事業等の

実施に係る経過措置を規定する。

３ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

39 秋田市指定居宅サービス等の事業 ○改正理由

の人員、設備および運営に関する 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

基準を定める条例の一部を改正す 83号）等に伴い、訪問介護員等の員数の基

る件 準等を改めるとともに、規定を整備するた

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 め、改正しようとするもの

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○改正要旨

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 １ 次に掲げる指定居宅サービス事業の基

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 本方針に関する基準を改める。

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 (1) 訪問リハビリテーション

(2) 通所介護

(3) 通所リハビリテーション
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(4) 特定入所者生活介護

２ 次に掲げる指定居宅サービス事業の人

員に関する基準を改める。

(1) 訪問介護

(2) 特定入所者生活介護

３ 次に掲げる指定居宅サービス等の事業

の設備に関する基準を改める。

(1) 通所介護

(2) 療養通所介護

４ 次に掲げる指定居宅サービス事業の運

営に関する基準を改める。

(1) 訪問リハビリテーション

(2) 通所介護

(3) 通所リハビリテーション

(4) 短期入所生活介護

(5) 特定施設入居者生活介護

(6) 福祉用具貸与

(7) 特定福祉用具販売

５ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

40 秋田市指定介護予防サービス等の ○改正理由

事業の人員、設備および運営なら 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

びに指定介護予防サービス等に係 83号）等に伴い、指定介護予防訪問リハビ

る介護予防のための効果的な支援 リテーション等に係る介護予防のための効

の方法に関する基準を定める条例 果的な支援の方法に関する基準等を改める

の一部を改正する件 とともに、規定を整備するため、改正しよ

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 うとするもの

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○改正要旨

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 １ 介護予防特定施設入居者生活介護の基

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 本方針および人員に関する基準を改め

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 る。

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令附則第二条第三号及 ２ 次に掲げる指定介護予防サービス事業

び第四条第三号の規定によりなおその効力を有するものとされた指 の運営に関する基準を改める。

定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予 (1) 介護予防短期入所生活介護

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する (2) 介護予防特定施設入居者生活介護

基準の一部を改正する省令(平成27年厚生労働省令第10号):平成 (3) 介護予防福祉用具貸与

27年１月22日公布、平成27年４月１日施行 (4) 介護予防特定福祉用具販売

３ 次に掲げる指定介護予防サービス事業
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の介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を改める。

(1) 介護予防訪問リハビリテーション

(2) 介護予防通所リハビリテーション

４ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

41 秋田市指定地域密着型サービスの ○改正理由

事業の人員、設備および運営に関 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

する基準を定める条例の一部を改 83号）等に伴い、複合型サービスの設備等

正する件 に関する基準を改めるとともに、規定を整

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 備するため、改正しようとするもの

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○改正要旨

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 １ 認知症対応型通所介護の基本方針に関

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 する基準を改める。

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 ２ 次に掲げる指定地域密着型サービスの

事業の人員に関する基準を改める。

(1) 認知症対応型通所介護

(2) 小規模多機能型居宅介護

(3) 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

３ 次に掲げる指定地域密着型サービスの

事業の設備に関する基準を改める。

(1) 小規模多機能型居宅介護

(2) 認知症対応型共同生活介護

(3) 複合型サービス

４ 次に掲げる指定地域密着型サービスの

事業の運営に関する基準を改める。

(1) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

(2) 認知症対応型通所介護

(3) 小規模多機能型居宅介護

(4) 地域密着型特定施設入居者生活介護

(5) 地域密着型介護老人福祉施設入所者

５ 複合型サービスの名称を看護小規模多

機能型居宅介護に改める。

６ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。
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42 秋田市指定地域密着型介護予防サ ○改正理由

ービスの事業の人員、設備および 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

運営ならびに指定地域密着型介護 83号）等に伴い、指定介護予防小規模多機

予防サービスに係る介護予防のた 能型居宅介護事業所の登録定員等に関する

めの効果的な支援の方法に関する 基準等を改めるとともに、規定を整備する

基準を定める条例の一部を改正す ため、改正しようとするもの

る件 ○改正要旨

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 １ 次に掲げる指定地域密着型介護予防サ

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ービスの事業の人員に関する基準を改め

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 る。

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 (1) 介護予防認知症対応型通所介護

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 (2) 介護予防小規模多機能型居宅介護

２ 次に掲げる指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の設備に関する基準を改め

る。

(1) 介護予防小規模多機能型居宅介護

(2) 介護予防認知症対応型共同生活介護

３ 介護予防認知症対応型通所介護の事業

の運営に関する基準を改める。

４ 介護予防小規模多機能型居宅介護の事

業の介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を改める。

５ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

43 秋田市指定居宅介護支援等の事業 ○改正理由

の人員および運営に関する基準を 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

定める条例の一部を改正する件 83号）等に伴い、指定居宅介護支援等の事

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 業の運営に関する基準を改めるとともに、

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 規定を整備するため、改正しようとするも

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 の

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 ○改正要旨

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 １ 居宅サービス計画に位置付けた指定居

宅サービス事業者に対し、計画の提出を

求めること等とする。

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から
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44 秋田市介護老人保健施設の人員、 ○改正理由

施設および設備ならびに運営に関 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

する基準を定める条例の一部を改 83号）等に伴い、介護老人保健施設の人員

正する件 に関する基準を改めるとともに、規定を整

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 備するため、改正しようとするもの

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○改正要旨

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 １ サテライト型小規模老人保健施設にお

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 ける従業者の員数の緩和基準に言語聴覚

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 士を加える。

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

45 秋田市特別養護老人ホームの設備 ○改正理由

および運営に関する基準を定める 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

条例の一部を改正する件 83号）等に伴い、特別養護老人ホームの職

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 員の配置の基準を改めるとともに、規定を

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 整備するため、改正しようとするもの

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 ○改正要旨

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 １ サテライト型居住施設に医師等を置か

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 ない場合の配置基準を定める。

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

46 秋田市養護老人ホームの設備およ ○改正理由

び運営に関する基準を定める条例 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

および秋田市軽費老人ホームの設 83号）に伴い、規定を整備するため、改正

備および運営に関する基準を定め しようとするもの

る条例の一部を改正する件 ○改正要旨

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 規定を整備する。

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 ○施行期日 平成27年４月１日から

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行

47 秋田市指定介護予防支援等の事業 ○改正理由

の人員および運営ならびに指定介 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

護予防支援等に係る介護予防のた 83号）等に伴い、指定介護予防支援の具体

めの効果的な支援の方法に関する 的取扱方針等を改めるとともに、規定を整

基準を定める条例の一部を改正す 備するため、改正しようとするもの

る件 ○改正要旨

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 １ 指定介護予防サービス事業者等に対

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 し、介護予防訪問看護等の計画の提出を
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25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 求めることとする。

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 ２ その他規定を整備する。

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 ○施行期日 平成27年４月１日から

48 秋田市指定障害福祉サービスの事 ○改正理由

業等の人員、設備および運営に関 介護保険法の一部改正（平成26年法律第

する基準を定める条例の一部を改 83号）等に伴い、障害者に対し、生活介護

正する件 等のサービスを提供できる事業所に指定看

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係 護小規模多機能型居宅介護事業所を加える

法律の整備等に関する法律(平成26年法律第83号):平成26年６月 とともに、規定を整備するため、改正しよ

25日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 うとするもの

･介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成27年厚生労働 ○改正要旨

省令第４号):平成27年１月16日公布、平成27年４月１日施行 １ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所が障害者に対する生活介護サービスを

提供する際の要件を定める。

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者が障害福祉サービスを提供する際の要

件を定める。

３ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

49 秋田市手数料条例の一部を改正す ○改正理由

る件 薬事法の一部改正（平成25年法律第44

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 号）等に伴い、高度管理医療機器等の販売

関係法律の整備に関する法律(平成25年法律第44号):平成25年６ 業又は貸与業の許可申請等に係る手数料を

月14日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 定めるとともに、規定を整備するため、改

正しようとするもの

○改正要旨

１ 新たに高度管理医療機器等の販売業又

は貸与業許可申請手数料等を定める。

（秋田県と同額）

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から

50 秋田市児童福祉施設の設備および ○改正理由

運営に関する基準を定める条例の 母子及び寡婦福祉法の一部改正（平成26

一部を改正する件 年法律第28号）に伴い、規定を整備するた

･次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支 め、改正しようとするもの

援対策推進法等の一部を改正する法律(平成26年法律第28号):平 ○改正要旨

成26年４月23日公布、一部を除き平成26年10月１日施行 規定を整備する。
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○施行期日 公布の日から

51 秋田市家庭的保育事業等の設備お ○改正理由

よび運営に関する基準を定める条 母子及び寡婦福祉法の一部改正（平成26

例の一部を改正する件 年法律第28号）等に伴い、規定を整備する

･次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支 ため、改正しようとするもの

援対策推進法等の一部を改正する法律(平成26年法律第28号):平 ○改正要旨

成26年４月23日公布、一部を除き平成26年10月１日施行 規定を整備する。

○施行期日 公布の日から

52 秋田市保育の実施に関する条例を ○廃止理由

廃止する件 児童福祉法の一部改正（平成24年法律第

･子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等 67号）に伴い、市が定める保育の実施基準

の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に を廃止するため、この条例を廃止しようと

伴う関係法律の整備等に関する法律(平成24年法律第67号):平成 するもの

24年８月22日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 ○施行期日 平成27年４月１日から

53 秋田市特定教育・保育施設および ○設定理由

特定地域型保育事業の利用者負担 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

額等に関する条例を設定する件 65号）の施行に伴い、特定教育・保育施設

･子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号):平成24年８月22 および特定地域型保育事業の利用者負担額

日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 等について定めるため、この条例を設定し

ようとするもの

○要旨

１ この条例は、子ども・子育て支援法の

規定に基づき、市が定める利用者負担額

等について定めるものとする。

２ 利用者負担額の上限額を定めるものと

する。

３ 市長は、保育所の利用に係る利用者負

担額を徴収するものとする。

４ 市立保育所において延長保育を利用し

た場合は延長保育料を徴収することとす

るとともに、延長保育料の上限額を定め

るものとする。

５ 既納の保育料および延長保育料は還付

しないものとする。

６ 市長は、保育料および延長保育料を減

免することができることとする。

７ 保育料等徴収職員は、保育料および延
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長保育料の滞納処分のための調査等を行

うこととする。

８ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成27年４月１日から

54 秋田市子ども・子育て支援法に基 ○設定理由

づく過料に関する条例を設定する 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

件 65号）の施行に伴い、過料を科する規定を

･子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号):平成24年８月22 設けるため、この条例を設定しようとする

日公布、一部を除き平成27年４月１日施行 もの

○要旨

１ この条例は、子ども・子育て支援法の

規定に基づく過料を科する場合の要件等

について定めるものとする。

２ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成27年４月１日から

55 秋田市児童館条例の一部を改正す ○改正理由

る件 御所野児童センターを設置するため、改

正しようとするもの

○改正要旨

御所野児童センターを秋田市御所野地蔵

田三丁目１番３号に設置する。

○施行期日 平成27年５月１日から

56 秋田市園芸振興センター条例を設 ○設定理由

定する件 園芸振興センター（以下「センター」と

いう。）を設置し、加工研修室の使用料等

を定めるため、この条例を設定しようとす

るもの

○要旨

１ 都市近郊型の周年農業の確立を目指

し、園芸作物の生産振興および販売促進

ならびに農業研修等による担い手育成を

図るため、センターを秋田市仁井田字小

中島111番地１に設置する。

２ センターにおいて行う事業は、園芸作

物の生産振興、販売促進等に関すること
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とする。

３ センターの施設（公の施設の機能を有

する部分に限る。）は、加工研修室とす

る。

４ 加工研修室を使用しようとする者は、

あらかじめ市長の許可を受けなければな

らないこととする。

５ 市長は、市の行う農業研修等を受けて

いる者に、加工研修室を優先して使用さ

せることができることとする。

６ 加工研修室の使用料の額は540円（市

民以外の者にあっては1,080円）とし、

許可をする際に徴収すること等とする。

７ 市長は、公益上特に必要があると認め

るときは、使用料を減免することができ

ることとする。

８ 既納の使用料は、還付しないものとす

る。

９ 市長は、加工研修室の使用の制限等を

行うことができることとする。

10 加工研修室は、許可を受けた目的以外

の使用等を禁止することとする。

11 加工研修室を使用する者は、その使用

を終えたとき等は、原状に回復しなけれ

ばならないこととする。

12 加工研修室を使用する者は、センター

を損傷したとき等は、損害を賠償しなけ

ればならないこととする。

13 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定めることとする。

○施行期日 平成27年４月１日から。ただ

し、４から12までは規則で定める日から。

57 秋田市建築基準法関係手数料条例 ○改正理由

の一部を改正する件 建築基準法の一部改正（平成26年法律第

･建築基準法の一部を改正する法律(平成26年法律第54号):平成 54号）等に伴い、既存の建築物の移転に関

26年６月４日公布、一部を除き平成27年６月１日施行 する制限の適用除外に係る認定申請手数料

・建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に を定めるとともに、規定を整備するため、

関する政令（平成27年政令第11号）:平成27年１月21日公布、平成 改正しようとするもの

27年６月１日施行 ○改正要旨
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１ 新たに既存の建築物の移転に関する制

限の適用除外に係る特例認定申請手数料

を定める。（秋田県と同額）

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年６月１日から

58 秋田市低炭素建築物新築等計画認 ○改正理由

定等手数料条例の一部を改正する 建築基準法の一部改正（平成26年法律第

件 54号）に伴い、規定を整備するため、改正

･建築基準法の一部を改正する法律(平成26年法律第54号):平成 しようとするもの

26年６月４日公布、一部を除き平成27年６月１日施行 ○改正要旨

規定を整備する。

○施行期日 平成27年６月１日から

59 秋田市特別用途地区内における建 ○改正理由

築物の制限に関する条例の一部を 建築基準法施行令の一部改正（平成27年

改正する件 政令第11号）に伴い、規定を整備するた

・建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に め、改正しようとするもの

関する政令（平成27年政令第11号）:平成27年１月21日公布、平成 ○改正要旨

27年６月１日施行 規定を整備する。

○施行期日 平成27年６月１日から

60 秋田市地区計画の区域内における ○改正理由

建築物の制限に関する条例の一部 大町・下肴町地区整備計画区域における

を改正する件 建築物の用途の制限等について定めるほ

･建築基準法の一部を改正する法律(平成26年法律第54号):平成 か、建築基準法の一部改正（平成26年法律

26年６月４日公布、一部を除き平成27年６月１日施行 第54号）等に伴い、建築物の容積率の算定

・建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に 方法を改めるとともに規定を整備するた

関する政令（平成27年政令第11号）:平成27年１月21日公布、平成 め、改正しようとするもの

27年６月１日施行 ○改正要旨

１ 大町・下肴町地区整備計画の区域をこ

の条例を適用する地区整備計画の区域と

する。

２ 大町・下肴町地区整備計画区域におけ

る建築物の用途の制限を規定する。

３ 建築物の容積率を算定する際に、エレ

ベーターの昇降路の部分の床面積を算入

しないこととする。

４ 建築物の容積率を算定する際に、老人

ホーム等の地階の床面積を算入しないこ
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ととする。

５ その他規定を整備する。

○施行期日 公布の日から。ただし、４お

よび５は平成27年６月１日から。条例の施

行前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、従前の例による旨の経過措置を規定

する。

61 秋田市長期優良住宅建築等計画認 ○改正理由

定等手数料条例の一部を改正する 設計住宅性能評価書を提出する場合の長

件 期優良住宅建築等計画の認定の申請等に係

る手数料の額を定めるとともに、規定を整

備するため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 長期優良住宅建築等計画の認定の申請

等において、当該申請に係る住宅の設計

住宅性能評価書を提出する場合の認定申

請手数料等の額を定める。

２ その他規定を整備する。

○施行期日 平成27年４月１日から。ただ

し、２は同年６月１日から。

62 秋田市消防本部および消防署設置 ○改正理由

条例の一部を改正する件 河辺消防署を秋田南消防署に統合するこ

とに伴い、河辺消防署を廃止するととも

に、消防署の管轄区域を改めるため、改正

しようとするもの

○改正要旨

秋田南消防署の管轄区域に河辺および雄

和を加えるとともに、河辺消防署を削る。

○施行期日 平成27年４月１日から
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「 単 行 案 」 ６件

63 平成26年度秋田市一般会計補正予 ○除排雪関係経費に不足をきたし、補正す

算（第６号）に関する専決処分に るため専決処分した件について、議会の承

ついて承認を求める件 認を求めようとするもの

・専決処分年月日 平成27年２月６日

・補 正 額 500,000千円

・補正後の一般会計予算額

126,150,215千円

（補正後の除排雪関係経費予算額）

1,600,000千円

※専決処分した理由

断続的な降雪等に伴う除排雪経費の補正

について特に緊急を要し、議会を招集する

時間的余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

64 包括外部監査契約を締結する件 ○平成27年度の包括外部監査契約を締結し

ようとするもの

・契約の目的 当該契約に基づく監査およ

び監査の結果に関する報告

・契約の期間

平成27年４月１日～平成28年３月31日

・契 約 金 額 9,761,364円を上限とする額

・契約の相手 吉岡順子(資格：公認会計士)

※提出根拠法：地方自治法第252条の36第１項

65 秋田市楢山地区コミュニティセン ○楢山地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

楢山地区コミュニティセンター管理運

営委員会

・指定の期間

平成27年４月１日～平成32年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

66 秋田市茨島地区コミュニティセン ○茨島地区コミュニティセンターの指定管

ターの指定管理者を指定する件 理者を指定しようとするもの

・指定管理者

茨島地区コミュニティセンター管理運
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営委員会

・指定の期間

平成27年４月１日～平成32年３月31日

※提出根拠法：地方自治法第244条の２第６項

67 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 11路線 延長 1,541.80ｍ

・認定後の市道路線延長 約2,012.8ｋｍ

※提出根拠法：道路法第８条第２項

68 土地を買い入れる件 ○新屋まちづくり拠点施設建設予定地を取

得しようとするもの

・所 在 秋田市新屋表町104番４

・種 類 宅地

・面 積 6,525.63㎡

・予定価格 127,249,785円

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

「 追加提案 」

「 人 事 案 」 ６件

69 秋田市教育委員会委員の任命につ ○教育委員会委員進藤光子氏の任期満了

いて同意を求める件 （平成27年３月31日付）に伴い、その後任

の任命について同意を求めようとするもの

・任期４年

※提出根拠法：地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項

70 秋田市監査委員の選任について同 ○監査委員福原秀就氏の任期満了（平成27

意を求める件 年３月31日付）に伴い、その後任の選任に

ついて同意を求めようとするもの

・任期４年

※提出根拠法：地方自治法第196条第１項

71 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員鈴木玲子氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成27年５月12日付）に伴

い、その後任の選任について同意を求めよ

うとするもの
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・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

72 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員木村澄氏の

員の選任について同意を求める件 任期満了（平成27年５月12日付）に伴い、

その後任の選任について同意を求めようと

するもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

73 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員山陰逸郎氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成27年５月12日付）に伴

い、その後任の選任について同意を求めよ

うとするもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項

74 秋田市固定資産評価審査委員会委 ○固定資産評価審査委員会委員鈴木明夫氏

員の選任について同意を求める件 の任期満了（平成27年５月12日付）に伴

い、その後任の選任について同意を求めよ

うとするもの

・任期３年

※提出根拠法：地方税法第423条第３項


